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大阪市子どもの生活に関する実態調査報告書を踏まえた課題と対応の

方向性の整理について 

 

 
平成28年度「大阪市子どもの生活に関する実態調査」を実施し、委託先である大阪府立大学において調査報告書がとりまとめられた。大阪市で

は、調査報告書を踏まえ、課題と対応の方向性について整理を行った。 

 

見えてきた主な課題 

世帯の経済状況が、子どもの生活や学習環境、子どもの学習理解度に影響を与えていることや、ひとり親家庭の経済状況が厳しいこと、若年出

産の世帯が貧困に陥るリスクが高いことや親子関係や友人関係が子どもの悩みなどに関連していることなどが確認された。 

１ 家計と収入に関すること 

２ ひとり親（特に母子）世帯の生活の困難さに関すること 

３ 若年で親になった世帯の生活の困難さに関すること 

４ 健康と経済的困難に関すること 

５ 学習習慣と経済的困難・生活習慣に関すること 

６ つながりに関すること 
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■調査結果からわかったこと 

 

 

 

大阪市の等価可処分所得（※１）の中央値は238万円、国の定める基準でいくと相対的貧困率（※２）は15.2％（小５・中２のいる世帯）、11.8％（５

歳児のいる世帯）であった。なお、大阪府内全自治体における相対的貧困率は14.9％ （小５・中２のいる世帯）であった。 

 クロス集計に活用している家庭の経済状況の目安となる「困窮度」の考え方については、保護者から回答のあった世帯所得を基に「等価可処分

所得」を試算し、以下のとおり、困窮の程度を４つの区分に分類しました。 

 

 ※１「等価可処分所得」：世帯の可処分所得（収入から税金・社会保険料等を除いたいわゆる手取り収入）を世帯人員の平方根で割って調整した所得 

 ※２「相対的貧困率」：相対的貧困率は、一定基準（貧困線）を下回る等価可処分所得しか得ていない者の割合（OECDの算出方法による） 

    貧困線とは、等価可処分所得の中央値の半分の額（困窮度Ⅰに該当） 

 

 

区分 基準 小5・中2保護者 割合 5歳児保護者 割合 

中央値以上 等価可処分所得中央値（本調査では238万円）以上 50.0％ 52.5％ 

困窮度Ⅲ 等価可処分所得中央値未満で、中央値の60％以上 28.1％ 29.6％ 

困窮度Ⅱ 等価可処分所得中央値の50％以上60％未満 6.6％ 6.1％ 

困窮度Ⅰ 等価可処分所得中央値の50％未満 15.2％ 11.8％ 

 
 

  

■ 大阪市の困窮度 
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１ 家計と収入に関すること 

◎見えてきた課題 

（１）経済状況がこどもの生活にも影響を与えており、困窮度が高くなるにつれ、実現できなかったことが多くなる。 

 

（２）困窮度Ⅰの世帯においても、経済的支援の制度等を利用していない世帯がある。 

 

◎現行の主な取組み 

（１）児童手当や児童扶養手当といった現金給付のほか、所得区分等に応じた行政サービスの利用料の減免等を実施している。医療に関しては、こども

医療費助成等を実施しているほか、国民健康保険料の全額負担が困難な世帯に対して保険料を減額するなど、医療へのアクセスを確保している。 

 

 

（２）児童手当、児童扶養手当、就学援助等の経済的支援制度については、本来制度を利用できる世帯が確実に利用できるよう、様々な媒体を利用して

周知に努めている。また各区役所内に生活困窮者の相談支援窓口を設置し、専門の相談支援員がさまざまな社会的資源を活用しながら包括的な支

援を行っている。 
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◎現行の主な取組み 

（１）児童扶養手当等のひとり親世帯への支援制度については、制度を利用できる世帯が確実に利用できるよう、様々な媒体を利用して周知に努める

とともに、児童扶養手当の充実について、他の指定都市と連携し国に対して要望している。また、就業支援の専門知識をもつ、ひとり親家庭サポー

ターを各区に配置するとともに、ひとり親家庭等就業・自立支援センター等で、就労等の相談支援を行っている。 

（２）児童扶養手当の現況届提出時期に合わせた区役所への出張ハローワークの設置や、総合評価入札におけるひとり親等の雇用についての評価

点の導入、しごと情報ひろばにおいて国の特定求職者雇用開発助成金制度の周知・案内を行うなど、ひとり親等がより良い雇用条件で就労できる

よう取り組んでいる。また、子育て世帯が安心して就労できるように、保育サービスの充実に努めている。 

（３）平成28年12月からひとり親（離婚前含む）の方に対して、大阪弁護士会と連携し、各区役所において養育費に関する無料専門相談を実施してい

る。 

（４）愛光会館において交流事業を実施しているなど、ひとり親世帯の親が孤立することがないよう取り組んでいる。 

 

２ ひとり親（特に母子）世帯の生活の困難さに関すること 

◎見えてきた課題 

（１）ひとり親（特に母子）世帯は世帯収入が低く、家計が赤字の割合が高く、困窮度の高い世帯が多い。（母子世帯の4割以上が困窮度Ⅰ） 

（２）ひとり親（特に母子）世帯は正規群の割合が低く、非正規群の割合が高い。 

（３）養育費の受給率は、困窮度に関わらず1割にとどまる。 

（４）ひとり親世帯の親は、ふたり親世帯の親と比べ「相談できる相手がいない」割合が高い。 
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◎現行の主な取組み 

（１）中学校・高等学校においては、学習指導要領に則り、性に関する教育や生活の自立に必要な知識を習得できるよう授業を展開しているほか、希望

する中学校を対象に助産師を派遣して思春期健康教育を行っている。また、乳児と触れ合う機会や母親の体験談を聞く「赤ちゃん先生プロジェクト」

等を実施している。 

 

（２）高等学校においては、中学生に対する学校説明会、体験入学などを実施し、進学への意欲を高めるとともに、進学後に学校生活や学業への不適

応を引き起こさないよう取り組んでいる。進学後、不登校や中退とならないよう、発展的な学習や学び直しの学習に取り組むとともに、充実した学校

生活が送れるよう支援している。また、若者自立支援事業の周知にも取り組んでいる。 

 

（３）小学校では職場見学、中学校では職場体験学習等を実施している。また、高校ではハローワークなどから外部講師を招へいして講話を行うなど進

路意識や社会適応能力に関するキャリア教育・進路指導を行っている。 

 

３ 若年で親になった世帯の生活の困難さに関すること 

◎見えてきた課題 

（１）困窮度が高くなるにつれ、低年齢の出産の割合が増えている。 

（２）10代出産群の過半数は中学校卒業又は高等学校中退となっている。 

（３）10代出産群では他の群と比べ正規群の割合が低く、非正規群の割合が高い。 
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◎現行の主な取組み 

（１）母親教室や乳幼児健診時、保育所・幼稚園、小中学校において、成長段階に応じて食育に取り組むなど、朝食の重要性と食習慣の改善につい

て、普及・啓発に取り組んでいる。 

 

（２）保健師による各種健康相談を通じて、相談支援と適切なサービスのマネジメントを実施し、支援が必要な方に対して、家庭訪問による相談支援を

行うなど、継続的な支援が行えるよう取り組んでいる。また、地域の健康に関する意識や課題・特性に応じた健康管理の取組みを実施している。 

 

（３）大阪市国民健康保険の加入者（40歳～74歳）を対象に無料で特定健診を実施している。また、40歳以上で生活保護世帯に属する方等を対象と

した無料の健康診断を実施している。 

４ 健康と経済的困難に関すること 

◎見えてきた課題 

（１）困窮度が高くなるにつれ、こどもが毎日朝食を食べる割合が下がり、保護者との関わりにも影響する。 

（２）困窮度が高くなるにつれ、こども・保護者ともに、心理的・精神的症状を示す割合が高く、保護者の将来への希望をもつ割合が下がる。 

（３）困窮度が高まるにつれ、保護者の健康診断の受診率が下がる。 
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◎現行の主な取組み 

（１）各小中学校の課題に応じて、「学びサポーター」を配置し、さらに、課外学習の充実等の課題を有する学校において、学校力 UP支援事業を実施

し、放課後等における学習支援を実施している。 

  また、子育て世帯の経済的負担を軽減するとともに、こどもの学力や学習意欲、個性や才能を伸ばす機会を提供することを目的に、中学生への

塾代助成事業を実施している。 

 

（２）こどもが自己肯定感を高め、多様な進路展望を持つことができるよう、小中学校において、キャリア教育やこどもの興味や才能を広げる様々な体

験活動を実施している。 

 

 

（３）こどもの生活実態と学力との関係について、家庭教育の面からアプローチするため、学校キャラバン隊や市民向け講座等を実施している。また、

保育所・幼稚園等において、基本的生活習慣を身につけられるようこどもや保護者への支援を行っている。 

５ 学習習慣と経済的困難・生活習慣に関すること 

◎見えてきた課題 

（１）困窮度が高まるにつれ、学習理解度について、「よくわかる」「だいたいわかる」の割合が下がる。 

（２）困窮度が高まるにつれ、希望する進学先について、保護者こども共に「大学・短期大学」の割合が下がる。 

   困窮度が高まるにつれ、こどもが希望する進学を達成できない理由に「経済的な余裕がないから」の割合が上がる。 

（３）困窮度が高まるにつれ、保護者が生活リズムを整える割合が下がり、勉強時間が短くなり、こどもが遅刻する割合が上がる。 
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※自己効力感：ある状況において、必要な行動を効果的に取ることができると思えること（「可能性の認知」なので「できると思える」の逆で「できると思えない」こと

も含まれる） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◎見えてきた課題 

（１）困窮度が高まるにつれ、大人の人と過ごす割合が下がり、放課後ひとりで過ごすこどもの方がそうでないこどもより自己効力感※が低い。 

（２）困窮度が高まるにつれ、こどもが「おうちのこと」で悩んでいる割合が増え、「悩んでいることはない」の割合が下がる。 

（３）困ったときの相談先として、地域団体や専門機関をあげる割合が少なく、誰にも相談していない割合も多い。 

 

◎現行の主な取組み 

（１）市内の市立小学校では、学校と地域の協力により、児童いきいき放課後事業を実施し、また、各区の子ども・子育てプラザでは土日も含

めて小中学生等を対象に児童健全育成事業を実施している。これらの事業では、安全・安心な放課後の居場所を提供するとともに、さまざ

まな体験や活動プログラムを提供している。 

 

（２）地域のコミュニティづくりをめざす NPOや地域団体等により、地域のこどもを見守り、支えるこどもの居場所づくり、いわゆる「こども食堂」

などの取組みが地域で活発化している。 

 

 

（３）課題のあるこどもや家庭が社会的に孤立しないよう、通学する学校園にスクールソーシャルワーカーを派遣し、関係機関との連携により、

こどもと家庭の課題解決に向けて取り組んでいる。 

 

６ つながりに関すること 




